
公益社団法人大垣青年会議所  運営規則 

 

第１章 総 則 

（趣旨）  

第１条 公益社団法人大垣青年会議所定款第８４条の規定にしたがい、公益社団法人 

大垣青年会議所の運営を、より充実し、より明確、かつ、円滑ならしめるために、 

本規則を設ける。 

（用語の定義） 

第２条 本規則において、公益社団法人大垣青年会議所を単に「本会議所」と、公益社団

法人大垣青年会議所定款を単に「定款」と称する。 

２ 前項のほか本会議所の定款に略称をもって定義した規定は、本規則においてもこ

れを適用する。 

（事務局） 

第３条 本会議所の事務局は、主たる事務所内に設置する。 

（公示の方法） 

第４条 定款及び本規則に規定する公示は、本会議所の事務局に掲示する方法で行う。 

     ２ 公示の期間は、掲示の日から１５日間とする。 

  

  

第２章 入会、推薦及び資格変更 

（入会申込書の添付書類） 

第５条 定款第１１条に定める入会申込書には、誓約書、写真、住民票（法人にあっては登

記事項証明書）及び推薦者の推薦状を各１通添付しなければならない。 

（入会希望者年令制限） 

第６条 正会員として入会を希望する者の年令は入会申込書提出年度末現在２０才以 

上３７才以下とする。 

（正会員入会の推薦者） 

第７条 正会員として入会を希望する者の推薦者となることのできる者（以下、「推薦資格

者」という。）は正会員として引き続き３年以上在籍し、かつ、直前年度の本規則第

１８条に定める義務を果たした者にして、年度開始の日現在において３９才未満の

者とする。 

２ 前項に規定する推薦資格者の氏名は、毎年１月１日現在で確定し、その年度の推

薦資格者名簿に掲載してこれを公示し、かつ、当該会員に通知する。 

３ 前項の公示及び通知は、毎年度１月３１日までにこれをしなければならない。 

（賛助会員入会の推薦者）  



第８条 賛助会員として入会を希望する者の推薦資格者は、前条第１項に規定する正会員

とする。 

（年度内の推薦限度） 

第９条 同一会員による新入会員の推薦は、１年度につき５名以内とする。 

（推薦者の責任） 

第１０条 定款第１１条に規定する推薦者となった者は、当該新入会員の出席及び会費納入

その他の義務につき、入会当初の年度内は連帯してその責任を負う。 

２ 前項の責任を明らかにするため、推薦者は、誓約書に新入会員とともに連署押印

しなければならない。 

（団体賛助会員の専任者） 

第１１条 団体の賛助会員は、通常会費の負担１口につき専任者１名を定めることができる。

団体賛助会員は専任者届を提出して所定の事項を登録しなければならない。 

２ 前項の専任者を変更する場合においては、あらかじめ変更届出書を提出し、理事

会に受理されなければならない。 

（役員の職務） 

第１２条 会の申込に関する書類は、第４２条第１項第１号の理事会において特別に委任を

受けた委員会（以下、「審査担当委員会」という。）が管理する。 

（審査の手続） 

第１３条 審査担当委員会は、前条の書類を受理したときは、入会の適否につき審査し、

理事会にその結果の報告書を提出しなければならない。 

２ 審査担当委員会は、正会員として入会を希望する者に、前項に規定する審査の過

程において、次に掲げる要件を充足させなければならない。 

 ⑴ 推薦者と同行の上、常任理事会構成役員３名以上と面接し、本会議所の趣

旨及び定款その他の諸規則についての知識を得ること。 

 ⑵ 例会等に６０％以上出席し、正会員に面接を得るとともに、JC活動を充分理

解すること。但し、審査担当委員会の企画した行事等への出席をもって代え

ることができる。 

３ 審査担当委員会は、会員として入会を希望する者について、正会員中に不同意の

者があることを知ったとき、第１項の報告書にその旨を記載しなければならない。 

（推薦者の制限） 

第１４条 第７条及び第８条の規定にかかわらず、理事長、直前理事長、副理事長、常任理

事、専務理事、監事、審査担当委員会に属する委員長、副委員長及びその委員

会に属する会員は、その任期中は推薦者となることができない。 

２ 新入会員が、その入会当初の年度において、定款第１３条第１項、同第２０条第

１項第３号、第５号及び第６号の規定の適用を受けたときは、当該会員を推薦し

た正会員は、当該適用を受けた年度及びその翌年度においては、推薦者とな



ることができない。 

 

 

第３章 出    席 

（例会行事等の定義） 

第１５条 総会、例会及び中間例会を総称して「例会等」という。 

２ 前項の例会等を除き、その他の委員会、各種会議及び各種行事を総称して「行事

等」という。 

（出席の記録及び届出） 

第１６条 例会等及び行事等の出席については、その開催の主管者又は責任者において、

一括して出席記録を作成し、第４２条第１項第２号の理事会において特別に委任を

受けた委員会（以下、「出席管理委員会」という。）に提出するものとする。 

２ 出席管理委員会は、提出を受けた出席記録を取りまとめ、正会員別で管理するも

のとする。 

３ 第１項の主管者又は責任者が正会員ではない行事等の出席については、出席会

員が、その終了の日から１週間以内に出席管理委員会に出席記録を提出するもの

とする。 

４ 前項の届出がないものについては、第２０条で定める出席率の計算から除外する。 

（出席率の発表） 

第１７条 出席管理委員会は、第１９条及び第２０条に定める方法により、正会員別の出席率

を算定し、３ヶ月に１回以上の割合でこれを本人に通知する。 

（出席の義務） 

第１８条 正会員は、毎年度、次条に定める基本出席率６０％以上、かつ、第２０条に定める

総合出席率１００％以上の出席をしなければならない。 

（基本出席率） 

第１９条 基本出席率は、毎年１月１日から１２月１５日までの間に開催される例会等の開催１

回につき１点として、点数の総累計 （以下、「基本累計点数」という。） で、次項に

定める各正会員の出席点数の累計 （以下、「基本出席点数」という。） を除した百

分比により算定する。 

２ 基本出席点数は、次のとおりとする。 

 ⑴ 出席の返信をして出席したとき １（点） 

 ⑵ 欠席の返信をして出席したとき １ 

 ⑶ 総会に欠席の返信をし、かつ、書面又は本会議所の承諾を得て、電磁的な方

法をもって議決権を行使し、若しくは委任状を書面で提出又は本会議所の承諾

を得て、当該書面に記載すべき事項を、電磁的な方法により提供して欠席したと

き ０.５ 



（総合出席率）  

第２０条 総合出席率は、基本累計点数で、次項に定める各正会員の出席点数の累計 （以

下、「総合出席点数」という。） を除した百分比により算定する。 

２ 総合出席点数は、基本出席点数に、次に定める行事等の出席点数を、加算した

点数とする。 

 ⑴ 世界会議その他国外において開催される行事に出席したとき ５ 

 ⑵ 全国会員大会及び地区会員大会に出席したとき ２ 

 ⑶ 各地青年会議所の承認式等の記念式典に出席したとき １ 

 ⑷ 日本青年会議所、地区協議会及びブロック協議会の主催する行事に出席した

とき １ 

 ⑸ スポーツその他の対外試合に出席したとき １ 

 ⑹ 各地青年会議所の例会及び行事に出席したとき １ 

 ⑺ 趣味の会及び親睦行事に出席したとき ０.５  

但し、各種行事毎に夫々６回を加算の限度とする。 

 ⑻ 各委員会に出席したとき ０.５   

３ 前項の内、その１つの行事等に出席し、さらにこれに関連する他の１つ以上の行事

等にも引き続き出席したときは、これらの内いずれか多いもの１つの点数のみの加

算とする。 

（出席率の除外） 

第２１条 役員が、理事会に出席した場合の前条に規定する加算は、これを行わない。 

２ 日本青年会議所、地区協議会及びブロック協議会の役員が、それぞれの役員会

及びこれに準ずる会議に出席した場合も、前項に準ずる。 

（出席点数の変更）  

第２２条 所要日数又は内容の重要度から判断して、第２０条に規定する点数が不適当と認

められるときは、理事会の決議により、１０割以内の点数を加減することができる。 

２ 前項の場合は、あらかじめ正会員にその旨を通知する。但し、あらかじめ通知する

ことが困難な事情にあった場合は、この限りでない。 

３ 日本青年会議所、地区協議会、ブロック協議会及び本会議所が関係する団体の

役員会及びこれに準ずる会議並びに事業が例会等の日時と重なった場合は、理

事長の承認を得て出席とする。この場合、基本出席点数は第１９条第２項の⑴とみ

なす。 

（賛助会員の出席） 

第２３条 個人の賛助会員及び団体賛助会員の専任者のうち、本会議所の例会等及び行事

等に出席できる者は、２０才以上４０才未満の者に限るものとする。但し、年度途中

において４０才に達した賛助会員は、その年度終了に至るまで、なお賛助会員の

資格を有し、本会議所の例会等及び行事等に出席できる。 



（休会の承認） 

第２４条 正会員が次に掲げる事由に該当することとなったときは、理事会は休会の承認を

することができる。 

 ⑴ 重大なる疾病により３ヶ月以上にわたって療養を必要とするとき 

 ⑵ ３ヶ月以上にわたり西美濃地方を離れるとき 

 ⑶ 前各号のほか、継続して出席できない極めて重大な理由が生じたとき 

２ 前項の承認を得るには、当該事項を証明する書類を添付して、書面で届出なけれ

ばならない。 

（休会の期間） 

第２５条 休会の承認を与えることができる期間は、１年以内の期間とする。但し、この承認

は、連続して２回を越えることができない。 

（休会承認の通知及び公示） 

第２６条 理事長は、第２４条に規定する理事会の承認があった場合には、直ちに本人に書

面で通知するとともに、これを公示しなければならない。 

（復帰及び取消） 

第２７条 休会した正会員は、休会期間の終了と同時に通常に復帰しなければならない。 

２ 理事長は、休会期間中といえども、その承認の原因となった休会事由が消滅したと

認められるに至ったときには、理事会の議決を経て、直ちに休会を停止し、通常に

復帰させることができる。 

（出席の免除） 

第２８条 休会を認められた正会員は、当該期間中は、定款及び本規則に規定する出席の

義務を免除する。 

２ 休会期間を含む年度における休会者の出席率は、第１９条及び第２０条の各点数

につき、当該期間中のすべての点数を除いて算定する。 

（休会中の会費） 

第２９条 正会員が休会した場合においても、会費の免除又は軽減をしない。 

（休会正会員の推薦資格） 

第３０条 休会した正会員は、休会期間を含む年度及びその翌年度において、第７条及び

第８条に規定する推薦者となることができない。 

  

  

第４章 役 員 

（理事長、監事候補者選考委員会の指名）  

第３１条 理事長は、次年度の理事長候補者及び監事候補者の選考をするための委員若干

名を、理事会の承認を得て指名する。 

（理事長、監事候補者の推薦） 



第３２条 選考委員会は、その選考により次年度の理事長候補者１名及び監事候補者２名又

は３名を決定し、理事会に推薦する。 

２ 理事会は、前項により推薦された理事長候補者及び監事候補者を審査決定し、こ

れをその選定又は選任のための総会に推薦する。 

（副理事長、専務理事及び理事の各候補者の推薦） 

第３３条 理事会は、定款第３７条第３項により選定した次年度理事長に諮り、その意見を尊

重して、次年度の副理事長、専務理事、常任理事及び理事を選考し、各候補者を

決定して、その選任のための総会に推薦する。 

２ 副理事長、常任理事及び理事の各候補者の数については重要なる事業等がある

場合のみ、定款第３６条に定める定数の最大限の人数を選考できる。 

（直前理事長及び監事の各種会議への陪席権） 

第３４条 直前理事長及び監事は、常任理事会等各種会議に陪席することができる。 

２ 直前理事長及び監事は、各種会議において又は会議結果に対し、必要があると

認めるときは、意見を述べ又は助言を行わなければならない。 

  

  

第５章 理    事    会 

（理事会の傍聴） 

第３５条 正会員は、あらかじめ理事長の許可を得て、理事会を傍聴することができる。 

２ 理事長は、会議の秩序を維持するため、必要に応じて傍聴者を退場させることが

できる。 

（非公開の理事会） 

第３６条 入会及び除名を審議する理事会は、原則として公開しない。 

２ 除名の審議に関する決議は、投票によらなければならない。 

３ 理事長は、除名の審議をする理事会に、審議の対象となった会員から、弁明書を

提出させることができる。 

（理事会決議事項の報告） 

第３７条 理事長は、理事会の決議事項を、会員に遅滞なく報告しなければならない。 

（常任理事会） 

第３８条 理事長、副理事長、専務理事及び常任理事をもって、常任理事会を構成し、直前

審議機関として理事会開催前の意見調整を行い、また、緊急を要する事項につい

ての審議を行うことができる。 

２ 理事長は、前項の審議事項について、理事会に報告しなければならない。 

  

  

第６章 委員会及び例会 



（委員会の設置） 

第３９条 定款第６１条第１項に規定する委員会の設置については、各年度の理事会におい

て決定する。 

２ 各委員会の職務分掌は、各年度の理事会において決定する。 

３ 複数の委員会を統括するための室の設置については、各年度の理事会において

決定する。 

４ 定款第６１条第２項に定める臨時又は特別の委員会及びこれに準ずる会議の設置

については、各年度の理事会において決定する。 

（委員会に準ずる組織の設置） 

第４０条 理事長は、理事会の議決を経て、次条に定める職務を処理するため、広く会員を

所属させた委員会に準ずる組織を設置することができる。 

２ 前項の規定は、特定の委員会に次条に定める職務を委任することを妨げない。 

（委員会に準ずる組織の職務） 

第４１条 前条の組織は、本会議所がその目的をより効果的に達成するために、次の職務を

担当する。 

 ⑴ 長期計画案の作成 

 ⑵ 次年度事業計画案の作成 

 ⑶ 理事会諮問事項の研究 

 ⑷ 周年事業及びこれに準ずる大規模又は特殊な事業 

 ⑸ 会員拡大に関する事業 

（委員会への特別委任） 

第４２条 理事長は、理事会の議決を経て毎年度、次に掲げる事務につき、特別に委任する

委員会を指定しなければならない。 

 ⑴ 入会に関する審査その他の関連事項の処理 

 ⑵ 出席に関する記録その他の関連事項の処理 

 ⑶ 会計に関する収支、決算及びその他の関連事項の処理 

（委員会の所属） 

第４３条 理事長は、役員を除く正会員を毎年度必ず１つの委員会には所属させなければな

らない。 

２ 賛助会員のうち、第２３条の規定に該当する者は、本人の申出により、理事会の議

決を経て、毎年度１つの委員会に客員として所属することができる。 

（委員会の報告書） 

第４４条 委員長は、委員会の会議その他活動の内容につき、その都度速やかに報告書を

作成して、提出しなければならない。 

（諮問機関） 

第４５条 理事会は、特に必要ある場合には、期限を設けて、重要事項を調査研究するため



の機関を設け、当該事項について諮問することができる。 

（例会） 

第４６条 定款第６４条に規定する例会を開催する際の細目は理事会の決議による。 

（開催の原則） 

第４７条 委員会及び例会は毎月１回以上、中間例会は年間６回開催することができる。 

  

  

第７章 最重点事業制度 

（最重点事業制度） 

第４８条 本会議所の目的とする事業を強力に推進するために、最重点事業制度を定める。 

２ 最重点事業制度の策定及び改定については、総会の議決により決定する。 

  

  

第８章 会 計 

（一般会計） 

第４９条 一般会計は、次に掲げる収支を処理する。 

 ⑴ 収入 

 (イ) 正会員及び賛助会員の通常会費並びに新入会員入会金 

 (ロ) 一般会計での支出を目的とした寄附金及び補助金 

 (ハ) 特別会計及び基金会計からの繰入金 

 (ニ )少額の臨時会費 

 (ホ) その他一般会計で扱うのが適当と認められる諸収入 

 ⑵ 支出 

 (イ) 日本青年会議所関係及び JC関係の通常賦課金 

 (ロ) 事務局費 

 (ハ) 一般事業費 

 (ニ) 特別会計及び基金会計への繰入支出 

 (ヘ) その他一般会計で取り扱うのが適当と認められる諸支出 

（特別会計） 

第５０条 特別会計は、次に掲げる収支を処理する。 

 ⑴ 収入 

 (イ) 特別会計での支出を目的とした寄附金及び補助金 

 (ロ) 一般会計及び基金会計からの繰入金 

 (ハ) 巨額の臨時会費 

 (ニ) その他特別会計で取り扱うのが適当と認められる諸収入 

 ⑵ 支出 



 (イ) 大規模又は特殊な事業費 

 (ロ) 前号に関連する雑費 

 (ハ) 一般会計及び基金会計への繰入支出 

 (ニ) その他特別会計で取り扱うのが適当と認められる諸支出 

（基金会計） 

第５１条 基金会計は、次に掲げる収支を処理する。 

 ⑴ 収入 

 (イ) 基金会計への繰入を目的とした寄附金及び補助金 

 (ロ) 総会の決議による一般会計及び特別会計からの繰入金 

 (ハ) 基金会計の財産から生ずる収益 

 (ニ) その他総会の決議により、基金会計で取り扱うのが適当と認められた諸収 

  入 

 ⑵ 支出 

 (イ) 理事会の特別決議により本会議所の運営上必要と認められた財産の取得 

 (ロ) 総会の決議を経て行われる基金収益運用を目的とした事業の費用 

 (ハ) 一般会計又は特別会計において巨額の不足金が生じた場合の総会の決

議によるその補填のための支出 

 (ニ) 総会の決議による一般会計及び特別会計への繰入支出 

 (ホ) その他総会の決議により、基金会計で取り扱うのが適当と認められた諸支   

  出 

（区分の処理） 

第５２条 会計区分について、定款又は本規則に定めのない事項及び規定事項について疑

義を生じた場合は、その収支の内容に応じて理事会が決定する。 

  

  

第９章 管 理 

（総会議事録の記載事項） 

第５３条 定款第３５条に規定する総会の議事録には、次に掲げる事項を記載しなければな

らない。 

 ⑴ 開催の日時及び場所 

 ⑵ 正会員の現在数及び出席正会員の数 

 ⑶ 議長の選任に関する事項及びその者の氏名 

 ⑷ 総会に出席した理事及び監事の氏名 

 ⑸ 議事録作成者の指名に関する事項及びその者の氏名 

 ⑹ 議事録署名者選任に関する事項 

 ⑺ 付議事項 



 ⑻ 議事の経過要領及び発言者の発言要旨 

 ⑼ 議決結果及び議決数 

（理事会議事録の記載事項） 

第５４条 定款第５９条に規定する理事会の議事録には、次に掲げる事項を記載しなければ

ならない。 

 ⑴ 開催の日時及び場所 

 ⑵ 構成員の現在数、出席構成員の数及び理事会に出席した者の氏名 

 ⑶ 決議を要する事項について特別の利害関係を有する理事があるときは、当該

理事の氏名 

 ⑷ 陪席者の氏名及び傍聴者の氏名 

 ⑸ 議事録作成者の指名及び記名押印する者に関する事項 

 ⑹ 付議事項及び報告事項 

 ⑺ 議事の経過要領及び発言者の発言要旨 

 ⑻ 議事結果及び議決数 

 ⑼ 本会議所と利益が相反するおそれがある取引をした理事の当該取引後の重

要な事実の報告 

 ⑽ 監事の意見及び報告 

（委員会報告書の記載事項） 

第５５条 第４４条に規定する委員会の報告書には、次の掲げる事項を記載しなければなら

ない。 

 ⑴ 開催の日時及び場所 

 ⑵ 所属委員の現在数 

 ⑶ 出席委員の数及び氏名 

 ⑷ 出席各員の氏名及び傍聴者の氏名 

 ⑸ 審議事項、報告事項及び実施事項の内容審議等の結末 

（会員名簿の記載事項） 

第５６条 定款第１９条に規定する会員からの届出により会員名簿に登録すべき事項は、次

に掲げる事項とする。 

 ⑴ 氏名 

 ⑵ 生年月日 

 ⑶ 会員の種類 

 ⑷ 住所 

 ⑸ 勤務先 

 ⑹ 勤務先所在地 

 ⑺ その他の身分、経歴及び環境に関する事項 

２ 前項のほか、本会議所の入会その他資格得喪に関する事項並びに毎年度の役



職及び活動内容についてもあわせて記載するものとする。 

（会計帳簿書類） 

第５７条 第４２条第１項第３号の規定により会計に関する特別委任を受けた委員会（以下、

「財務担当委員会」という。）は、本会議所の収支について、次に掲げる帳簿書類を

備え付けて正確に記録し、かつ、これを事務所に保存しなければならない。 

 ⑴ 現金及び預金の出納に関する帳簿 

 ⑵ 未収入金に関する帳簿 

 ⑶ 未払金に関する帳簿 

 ⑷ 前各号以外の資産及び負債に関する帳簿 

 ⑸ 会費及びその他の収入に関する帳簿 

 ⑹ 事業費及びその他の支出に関する帳簿 

 ⑺ 収支に関して相手方から受け取った契約書、送り状、領収書、見積書その他こ

れらに準ずる書類及び本会議所の作成したこれらの書類の写し 

２ 前項各号の帳簿書類は、会計区分ごとに備え付け、整理しなければならない。 

（各種提出書類の提出先） 

第５８条 第１１条、第２４条第２項、第３６条第３項及び第４４条の規定により提出すべき書類

はすべて理事長に対して行うものとする。 

（保存書類及び保存期間） 

第５９条 理事長は、本会議所の業務に関連する次に掲げる書類を事務所に保存しなけれ

ばならない。 

 ⑴ 出席記録に関する書類 

 ⑵ 各種の届出及び通知に関する書類 

 ⑶ その他理事会の議決により保存を必要と認めた書類 

２ 前項に規定する書類の保存期間は、第１号及び第２号の書類については５年間、

第３号の書類についてはその必要と認めた期間とする。 

 

 

第１０章 弔 事 

（弔事規程） 

第６０条 会員の弔事については、別に定める弔事規程による。 

  

  

第１１章 雑 則 

（規則の改正） 

第６１条 本規則の改正は、理事会の特別決議によらなければならない。 

２ 改正が、理事会で決議されたときは、速やかに改正部分を明示して会員に通知し



なければならない。 

（細則及び規程への委任） 

第６２条 本規則の運用及び事業の遂行に関し、細部にわたって規定する必要があると理事

会が認めたときは、これを規定することができる。 

（各種様式） 

第６３条 定款及び本規則の規定により、提出、通知又は作成すべき書類の様式は、個別に

定める。 

  

 附   則  （平成２６年１１月２０日） 

（施行期日） 

第１条  本規則の変更は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第４条

の認定を受けた日から施行する。 

  

 附   則   （平成２７年７月２１日） 

（施行期日） 

第１条 本規則の変更は、平成２７年７月２１日から施行する。 

  

 附   則   （平成２８年７月２０日） 

（施行期日） 

第１条 本規則の変更は、平成２８年７月２０日から施行する 

  

 附   則   （平成３０年１１月２０日） 

（施行期日） 

第１条 本規則の変更は、平成３０年１１月２０日から施行する。 

  

 附   則   （令和３年１月１５日） 

（施行期日） 

第１条 本規則の変更は、令和３年１月１５日から施行する。 

  

 附   則   （令和４年１月１５日） 

（施行期日） 

第１条 本規則の変更は、令和４年１月１５日から施行する。 

 



公益社団法人大垣青年会議所  入会金・会費規則 

 

第１章 総 則 

（目的） 

第１条 定款第３２条第６号の規定に基づき、公益社団法人大垣青年会議所入会金・会費

規則（以下、「会費規則」という。）を定める。 

２ 会費規則は、公益社団法人大垣青年会議所（以下、「本会議所」という。）の入会

金・会費の原則を定め、その適正化を図ることを目的とする。 

  

第２章 入    会    金 

（入会金） 

第２条 本会議所の正会員入会金は、６５，０００円とする。 

（入会金の納入） 

第３条 本会議所の入会金は、入会年度の１月３１日までに納入しなければならない。 

  

第３章 会 費 

（会費） 

第４条 本会議所の会費は、通常会費と臨時会費の２つに区分する。 

２ 通常会費は次のとおりとする。 

⑴ 正会員 年額 １２０，０００円 

⑵ 賛助会員 年額 １口以上 

但し、１口の金額は、６０，０００円とする。 

３ 臨時会費は、次の区分により徴収することができる。 

⑴ 臨時会費の１回の金額が正会員通常会費の４分の１以下であり、かつ年度合

計がその２分の１を超えない場合には、理事会の特別決議による。 

⑵ 前号以外の場合は総会の決議による。 

（会費の納期） 

第５条 本会議所の会員は、通常会費を毎年１月３１日までに納入しなければならない。 

２ 正会員の通常会費については、理事会の承認を得て、年度内の期間内に分割納

入することができる。 

３ 臨時会費の納期は第４条第３項の納入額決定に関する理事会又は総会都度、決

定する。 

  

第４章 雑 則 

（改廃） 



第６条 本規則の改廃は、総会の特別決議を得て行う。 

  

 附   則  （令和５年１月１日） 

（施行期日） 

第１条 本規則の変更は、令和５年１月１日から施行する。 

 



公益社団法人大垣青年会議所 会計細則 

第１章 総 則 

（目的） 

第１条 運営規則第６２条の規定に基づき、公益社団法人大垣青年会議所会計細則（以

下、「本細則」という。）を定める。 

２ 本細則は、公益社団法人大垣青年会議所（以下、「本会議所」という。）の会計の

原則を定め、その適正化をはかることを目的とする。 

（会計原則） 

第２条 本会議所の会計は、金銭管理会計とし、すべての収支につき予算統制を行う。 

（会計区分） 

第３条 本会議所の会計は、下記の如く区分処理する。 

⑴ 一般会計 

⑵ 特別会計 

⑶ 基金会計 

  

  

第２章 予 算 

（予算科目） 

第４条 予算は、年度予算とし、予算科目は本会議所の慣行による。但し、特別会計につ

いてはその都度構成するものとする。 

２ 収支の性質、目的に従い、大科目・中科目・小科目に区分する。科目改そは、理

事長がこれを別に定める。 

（予算構成） 

第５条 年度予算書は、次の手続により作成するものとする。 

⑴ 各担当委員長は、その分掌事業につき適切な予算請求案を立案し、専務理

事に回付する。 

⑵ 専務理事は、支出予算につき前号の予算請求案の合計表を作成し、これに収

入予算案を付して理事長に提出する。 

⑶ 理事長は、常任理事会でこれを審議調整のうえ予算書原案を作成し、理事会

の承認を得て総会に提出する。 

２ 特別会計予算案についても、年度予算案の手続を準用するものとする。 

（予算構成の形式） 

第６条 予算構成にあたっては、予算科目と事業計画との関連を明瞭ならしめるような様式

を用いる。 

（修正収支予算） 



第７条 前年度繰越金確定後、修正収支予算書を作成するものとする。会員数変更の場

合には、これに関する予算も同時に修正するものとする。 

（事業予算の補正） 

第８条 事業予算に変更の必要があり、かつ、変更金額に重要性のない場合には、常任理

事会の審議を経た後、理事会の審議において承認を得て変更することができる。 

（補正収支予算） 

第９条 予算に必要な変更のある場合には、補正収支予算書を作成するものとする。また、

全ての事業予算確定後、補正収支予算書を作成するものとする。 

（予算の緊急補正） 

第１０条 予算に重要な変更の必要があり、かつ、総会を開くいとまのないときは、常任理事

会の審議を経た後、理事会の予算変更に関する特別決議を得てこれを変更するこ

とができる。 

（予算の流用） 

第１１条 予算の執行にあたって各大科目の予算金額を相互に流用するときは、前条の定

めと同様の手続によらなければならない。 

（理事長専決事項） 

第１２条 次の項目は、理事長がこれを行う。 

⑴ 予算の執行 

但し、総会による予算決定が年度開始後となる場合には、その決定を得るま

での間は、前年度における理事会の決定による予算案を予算とみなして執行

する。 

⑵ 同一大科目における項目の予算の流用 

⑶ 緊急の必要に基づく予備費の流用 

⑷ 緊急の必要に基づく軽微なる予算の変更 

２ 前項第２号乃至第４号の項目を行った場合、理事長は次の理事会において報告し

なければならない。 

（理事長専決事項の委任） 

第１３条 理事長は、実情に応じて次の事項を財務担当委員会に委任することができる。 

⑴ 予算に基づく経営的な収入及び支出 

⑵ 予算に基づく物品の購入及びその管理 

（委員長の任務） 

第１４条 各担当委員長は、理事長を補佐し、予算の構成とその執行に関し、適時適切な資

料を作成し理事長に意見を具申するとともに、所管事項に関する予算の執行につ

いて、これを管理する監督責任を理事長に対し負うものとする。 

（専務理事の任務） 

第１５条 専務理事は、予算の執行にあたり、全般を管理（予算統制）する直接的責任を理



事長に対して負うものとする。 

（副理事長への委任） 

第１６条 理事長は、各担当委員長と、財務担当委員会との業務執行の過程における管理

調整のため特に、当該委員会の担当副理事長をその任にあたらしめることがある。 

  

  

第３章 決 算 

（権利義務の確定） 

第１７条 本会議所の決算は、年度終了時までに執行された金銭の収支及び年度末に確定

している債権、債務のすべてを計上してこれを行う。 

（決算報告書の提出） 

第１８条 専務理事は、年度終了後速やかに定款第６９条に定める計算書類（以下、「決算

報告書」という。）を作成し理事長に提出する。 

（中間決算報告書の提出） 

第１９条 専務理事は、年度の前半終了後速やかに予算の執行状況につき中間決算報告

書を作成し、監事の監査を経て理事会に報告しなければならない。 

２ 前項の報告は、原則として７月中に行うものとする。 

（決算報告書作成基準） 

第２０条 決算報告書の作成にあたっては、財務諸表体系、様式、用語、記載事項について

本会議所の慣行を尊重しなければならない。 

（決 算 科 目） 

第２１条 決算は、予算科目に従って行う。 

（添附書類及び附属明細書） 

第２２条 決算にあたって、添附書類として預金等については残高証明を必要とする。 

２ 未収入金、未払金等すべての債権、債務についてその内容を明瞭に示す附属明

細書を作成するものとする。 

３ 中間決算においては、重要な科目についてのみ附属明細書を作成すれば足るも

のとする。 

 

 

第４章 基 金 

（基金の目的） 

第２３条 本会議所はその目的を達成するため、基金を設置する。 

（基金の使途） 

第２４条 基金は、原則として運営規則第５１条第１項第２号(イ)及び(ロ)に定めるようなものに

使用し経常費には使用しない。 



（基金の運用） 

第２５条 基金の運用は、理事会で決定し、総会に報告する。 

２ 原則として、基金より生ずる収益については、前条の目的のために使用し、特定の

名称を付した特別会計において処理する。 

（基金の取り崩し） 

第２６条 運営規則第５１条第１項第２号(ハ)に定めるような支出に充当するための基金の取

り崩しは、理事会及び総会の特別決議を経て行われる。 

 

 

第５章 会 計 処 理 

（収入） 

第２７条 収入とすべきことが確定した金額について、請求書を発行すべき時期が到来した

ならば、直ちに所定様式の請求書を発行しなければならない。但し、実務上請求

書を発行することが合理的でない場合は、この限りでない。 

（支出） 

第２８条 金銭支払の対象となる物品、用役の納入期間は、毎月末日までとし、支払日は翌

月２０日とする。但し、臨時払いの必要のあるもの及び契約による定期払いのもの

についてはこの限りでない。 

２ 支払方法は、小口現金によるものを除き、小切手又は電子決済による。 

（固定資産） 

第２９条 固定資産の購入、改良、売却、貸借などについては、理事会の特別決議を得なけ

ればならない。但し、少額なものの取得、改廃については、現品を直接に保管する

委員長の申し出により理事長がこれを承認することができる。 

２ 理事会の特別決議を要する固定資産（耐用年数１年以上で、１単位当たり２０万円

以上）については、基金会計にて処理し、少額資産（耐用年数１年未満又は１単位

当たり２０万円未満）については、一般会計にて処理する。 

３ 財務担当委員会は、毎決算期末に現物と総勘定元帳と照合してその残高の正確

性を確認しなければならない。 

（金銭） 

第３０条 本細則で金銭とは、現金（硬貨、日本銀行券、小切手、郵便為替証書）及び預金

をいう。 

２ 小口現金は、支払金額の少額なもの、郵便切手など経常的なもの及び緊急の止

むを得ざる現金支払いに充てる。但し、保有限度は、１０万円とする。 

３ 金銭の出納及び保管は、すべて理事長の裁下を得て専務理事の指定する金銭出

納担当者がこれを行う。  

４ 取引銀行の新設及び変更については、理事長の承認を得なければならない。 



  

  

第６章 会 計 書 類 

（会計帳簿） 

第３１条 すべての会計処理は、証拠書類によって事実を証明し得る会計伝票を作成して行

わなければならない。会計帳簿は、会計伝票に基づいて記帳しなければならな

い。 

２ 会計帳簿は、会計毎に次のものを使用する。  

⑴ 総勘定元帳 

⑵ 会計伝票（振替伝票） 

⑶ 小口現金出納帳 

３ 会計帳簿は、年度毎にこれを改新する。 

（証拠書類） 

第３２条 収入に関する請求書及び領収書には、それぞれ一連番号を付し、その控えを保

存する。 

２ 支出に関する請求書、領収書等の証拠書類は通し番号順に整理、保存する。 

 

（保存期間） 

第３３条 本章に掲げる会計書類及び経理に関する重要書類の保存期間は、次による。 

⑴ 財務諸表 １０年 

⑵ 会計帳簿 締切後１０年（但し、総勘定元帳は永久） 

⑶ その他の帳簿及び書類 ５年 

  

  

第７章 監 査 

（監査）  

第３４条 監事は、内部監査を行う。 

２ 監事は、いつでも本会議所の監査を行うために帳簿の閲覧謄写を求めることがで

きる。 

  

  

第８章 雑 則 

第３５条 本細則の改廃は、理事会の決議を得て行う。 

  

 附   則  （平成２６年１１月２０日） 

（施行期日） 



第１条 本細則の変更は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第４条

の認定を受けた日から施行する。 

  

 附   則  （令和２年１月１５日） 

（施行期間） 

第１条 本細則の変更は、令和２年１月１５日から施行する。 

 



公益社団法人大垣青年会議所 弔辞規程 

 

２０１４年１０月２０日制定 

２０１５年 １月 １日施行 

２０１５年 ７月２１日変更 

 公益社団法人大垣青年会議所正会員及び大垣ＪＣシニアクラブ会員において弔辞があっ

た場合の本会議所の対応は次のとおりとする。 

１. 正会員 

 正会員が死亡した場合、速やかに正会員及びブロック事務局にはメールにて案内を行い、

大垣ＪＣシニアクラブ会員にはＦＡＸにて案内を行う。喪主からの依頼があれば本会議所が

受付を設営する。香典は本会議所及び大垣ＪＣシニアクラブより各１万円とする。 

２. 正会員の親族 

正会員の親族が死亡した場合、当該正会員から依頼があった場合に限り、正会員のみにメ

ールにて案内を行う。受付は設営しない。 

３. 

 

大垣ＪＣシニアクラブ会員 

大垣ＪＣシニアクラブ会員が死亡した場合、速やかに大垣ＪＣシニアクラブ会員にはＦＡＸに

て案内を行い、正会員及びブロック事務局にはメールにて案内を行う。喪主からの依頼が

あれば本会議所が受付を設営する。香典は本会議所及び大垣ＪＣシニアクラブより各１万

円とする。 

４. 

 

大垣ＪＣシニアクラブ会員の親族 

大垣ＪＣシニアクラブ会員の親族が死亡した場合、本会議所は案内を行わない。 

 



公益社団法人大垣青年会議所 情報公開規程 

 

 

（目的）  

第１条 この規程は、公益社団法人大垣青年会議所（以下、「本会議所」という。）定款第７

５条の規定に従い、本会議所が情報公開を行うにあたり、必要な事項を規定する。 

（情報公開の対象） 

第２条 本会議所の情報公開の対象となる書類は、定款第７２条第２項に定める書類であ

り、主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

２ 本会議所は次の書類をホームページ（http://www.ogaki-jc.jp）に掲載し、一般の

閲覧に供するものとする。 

⑴ 定款 

⑵ 理事、監事、直前理事長及び顧問の名簿 

⑶ 事業報告書 

⑷ 計算書類 

①貸借対照表 

②正味財産増減計算書 

③財産目録 

④監査報告書 

⑤財務諸表に対する注記 

⑥附属明細表 

⑸ 事業計画書 

⑹ 収支予算書 

３ 前項第３号及び第４号については、当該事業年度終了後３カ月以内に掲載するも

のとし、第２号、第５号及び第６号については、当該事業年度の開始後３カ月以内

に掲載し、いずれも次の事業年度の書類が掲載されるまでの間、掲載するものと

する。 

（責任者） 

第３条 専務理事は、情報公開に関する事務を統括管理する。 

２ 専務理事は、この規程に定めるもののほか、細則を定め、その他必要に応じて情

報公開や発信に関する指針・ガイドライン等を定めることができる。 

（情報公開責任者） 

第４条 専務理事は、情報公開の適正運営を図るために、情報公開責任者を理事会の承

認を得て選任することができる。 

（閲覧場所及び閲覧日時） 



第５条 本会議所の公開する情報の閲覧場所は、主たる事務所とする。 

２ 閲覧の日時は、情報公開責任者（情報公開責任者がいない場合は専務理事）が

許諾する閲覧の日時とし、情報公開責任者が立ち会うものとする。 

（改廃）  

第６条 本規程の改廃は、理事会の決議を得て行う。 

  

 附   則  （平成２７年７月２１日） 

（施行期間） 

第１条 この規程は、平成２７年７月２１日から施行する。 

 



公益社団法人大垣青年会議所  特定個人情報等取扱規程 

 

第１章 総 則 

（目的）  

第１条 目的 

本規程は、公益社団法人大垣青年会議所（以下、「本会議所」という。）が、「行政

手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成２

５年法律第２７号、以下「番号法」という。）及び「特定個人情報の適正な取扱いに

関するガイドライン（事業者編）」に基づき、本会議所の取り扱う特定個人情報等の

適正な取扱いを確保するために定めるものである。 

本規程は、特定個人情報等の保護に係る安全管理措置について定めるものであ

る。 

（定義） 

第２条 本規程で掲げる用語の定義は、次のとおりとする。なお、本規程における用語は、

他に特段の定めのない限り番号法その他の関係法令の定めに従う。 

① 「個人情報」とは、個人情報の保護に関する法律 

（以下「個人情報保護法」という。）第２条第１項に規定する個人情報であって、生

存する個人に関する情報であり、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の

記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合する

ことがで き、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含

む。）をいう。 

② 「個人番号」とは、番号法第７条第１項又は第２項の規定により、住民票コードを変

換して得られる番号であって、当該住民票コードが記載された住民票に係る者を

識別するために指定されるものをいう。 

③ 「特定個人情報」とは、個人番号をその内容に含む個人情報をいう。 

④ 「特定個人情報等」とは、個人番号及び特定個人情報を併せたものをいう。 

⑤ 「個人情報ファイル」とは、個人情報保護法第２条第２項に規定する個人情報デー

タベース等であって行政機関及び独立行政法人等以外の者が保有するものをい

う。 

⑥ 「特定個人情報ファイル」とは、個人番号をその内容に含む個人情報ファイルをい

う。 

⑦ 「個人番号関係事務」とは、番号法第９条第３項 の規定により個人番号利用事務

に関して行われる他人の個人番号を必要な限度で利用して行う事務をいう。 

⑧ 「個人番号関係事務実施者」とは、個人番号関係事務を処理する者及び個人番

号関係事務の全部又は一部の委託を受けた者をいう。 



⑨ 「役職員」とは、本会議所の組織内にあって直接又は間接に本会議所の指揮監

督を受けて本会議所の業務に従事している者をいい、雇用関係にある従業者の

みならず、本会議所との間の雇用関係にない者を含む。 

⑩ 「事務取扱担当者」とは、本会議所内において、個人番号を取り扱う事務に従事

する者をいう。 

⑪ 「管理区域」とは、特定個人情報ファイルを取り扱う情報システムを管理する区域

をいう。また、この区域内において特定個人情報等を取り扱う事務を実施する。 

（本会議所が個人番号を取り扱う事務の範囲） 

第３条 本会議所が個人番号を取り扱う事務の範囲は以下のとおりとする。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本会議所が取り扱う特定個人情報等の範囲） 

第４条 前条において本会議所が個人番号を取り扱う事務において使用される特定個人

情報等の範囲は以下のとおりとする。 

①役職員及び扶養家族の個人番号及び個人番号と共に管理される氏名、生年月

日、性別、住所、電話番号、Ｅメールアドレス等 

②役職員以外の個人に係る個人番号関係事務に関して取得した個人番号及び個

人番号と共に管理される氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、Ｅ メールア

ドレス等 

２ 第１項各号に該当するか否かが定かでない場合は、事務取扱責任者が判断する。 

 

 

第２章 安全管理措置 

第１節   組織的安全管理措置・人的安全管理措置 

役職員（扶養家族を含む）に

係る個人番号関係事務   

（右記に関連する事務を含む） 

給与所得・退職所得の源泉徴収票作成事務 

雇用保険届出事務 

労災法に基づく請求に関する事務 

健康保険・厚生年金届出事務 

国民年金の第 ３ 号被保険者の届出事務 

その他、上記に付随する手続事務 

役職員以外の個人に係る個人

番号関係事務 

（右記に関連する事務を含む） 

報酬・料金等の支払調書作成事務 

配当、剰余金の分配及び基金利息の支払調書

作成事務 

不動産の使用料等の支払調書作成事務 

不動産等の譲受けの対価の支払調書作成事務 



（組 織 体 制） 

第５条 本会議所は、理事長が指名する者を事務取扱担当者とする。 

２ 事務取扱担当者が複数いる場合は、そのうち一人を責任者とする。 

３ 事務取扱担当者は、特定個人情報等の保護に十分な注意を払ってその業務を行

うものとする。 

４ 事務取扱担当者が変更することになる場合、理事長は新たに事務取扱担当者とな

る者を指名するものとする。この場合、従前の事務取扱担当者は新たに事務取扱

担当者となる者に対して確実に引継ぎを行わせるものとする。理事長はかかる引継

ぎが行われたか確認するものとする。 

（事務取扱担当者の監督） 

第６条 本会議所は、特定個人情報等が本規程に基づき適正に取り扱われるよう、事務取

扱担当者に対して必要かつ適切な監督を行うものとする。 

（教育・研修） 

第７条 本会議所は、本規程に定められた事項を理解し、遵守するとともに、事務取扱担

当者に本規程を遵守させるための教育を受けさせる責任を負う。 

２ 本会議所は、特定個人情報等についての秘密保持に関する事項を定款に盛り込

むものとする。 

第８条 取扱状況・運用状況の記録 

事務取扱担当者は、以下の特定個人情報等の取扱い状況をチェックリストに基づ

き確認し、記入済みのチェックリストを保存するものとする。 

①特定個人情報等の入手日 

②源泉徴収票・支払調書等の法定調書の作成日 

③源泉徴収票・支払調書等の法定調書の税務署等の行政機関等への提出日 

④特定個人情報等の廃棄日 

（情報漏えい事案等への対応） 

第９条 事務取扱担当者は、特定個人情報等の漏えい、滅失又は毀損による事故が発生

したことを知った場合又はその可能性が高いと判断した場合は、理事長に直ちに

報告する。 

（取扱状況の確認） 

第１０条 理事長は、特定個人情報等の取扱状況について、１ 年に１回以上の頻度で確認

を行うものとする。 

  

  

第２節   物理的安全管理措置 

（特定個人情報等を取り扱う区域の管理） 

第１１条 本会議所は特定個人情報等を取り扱う事ができる管理区域を明確にする。管理区



域は事務取扱担当者以外の者の往来が少ない区域とし、後ろから覗き見される可

能性が低い場所への座席配置等をするなど、配置を工夫するものとする。 

（電子媒体等の盗難等の防止） 

第１２条 本会議所は管理区域における特定個人情報等を取扱う機器、電子媒体及び書類

等の盗難又は紛失等を防止するために、特定個人情報等を取扱う電子媒体又は

書籍等を、施錠できるキャビネット・書庫等に保管する。 

（電子媒体等を持ち出す場合の漏えい等の防止） 

第１３条 本会議所は特定個人情報等が記録された電子媒体又は書類等の持出し（特定個

人情報等を、管理区域の外へ移動させることをいい、事業所内での移動等も含ま

れる。）は、次に掲げる場合を除き禁止する。なお、「持出し」とは、特定個人情報

等を、管理区域の外へ移動させることをいい、事業所内での移動等も持出しに該

当するものとする。 

①個人番号関係事務に係る外部委託先に、委託事務を実施する上で必要と認め

られる範囲内でデータを提供する場合。 

②行政機関等への法定調書の提出等、本会議所が実施する個人番号関係事務

に関して個人番号利用事務実施者に対しデータ又は書類を提出する場合 

２ 事務取扱担当者は、特定個人情報等が記録された電子媒体又は書類等を持ち出

す場合、パスワードの設定、封筒に封入し鞄に入れて搬送する等、紛失・盗難等を

防ぐための安全な方策を講ずるものとする。 

（個人番号の削除、機器及び電子媒体等の廃棄） 

第１４条 理事長は、事務取扱担当者又は外部委託先が特定個人情報等を削除・廃棄した

ことを確認するものとする。 

  

  

第３節   技術的安全管理措置 

（アクセス制御・アクセス者の識別と認証） 

第１５条 会議所における特定個人情報等へのアクセス制御及びアクセス者の識別と認証は

以下のとおりとする。 

①特定個人情報等を取り扱う機器を特定し、その機器以外で特定個人情報を取り

扱わない。 

②機器に標準装備されているユーザー制御機能  

（ユーザーアカウント制御）により、事務取扱担当者のみが特定個人情報等に関

わる情報システムを取り扱う事ができるものとする。 

（外部からの不正アクセス等の防止） 

第１６条 本会議所は、以下の各方法により、情報システムを外部からの不正アクセス又は不

正ソフトウェアから保護するものとする。 



①情報システムと外部ネットワークとの接続箇所 に、ファイアウォール等を設置し、

不正アクセスを遮断する方法。

②情報システム及び機器にセキュリティ対策ソフトウェア等（ウイルス対策ソフトウェ

ア等）を導入する方法。

③導入したセキュリティ対策ソフトウェア等により、入出力データにおける不正ソフト

ウェアの有無を確認する方法。

④機器やソフトウェア等に標準装備されている自動更新機能等の活用により、ソフ

トウェア等を最新状態とする方法。

⑤ログ等の分析を定期的に行い、不正アクセス等を検知する方法。

（情報漏えい等の防止） 

第１７条 本会議所は、特定個人情報等をインターネット等により外部に送信する場合、通信

経路における情報漏えい等及び情報システムに保存されている特定個人情報等

の情報漏えい等を防止するものとする。 

①通信経路における情報漏えい等の防止策通信経路の暗号化

②情報システムに保存されている特定個人情報等の情報漏えい等の防止策

データの暗号化又はパスワードによる保護

第３章 特定個人情報の取得 

（特定個人情報の利用目的） 

第１８条 本会議所が、役職員又は第三者から取得する特定個人情報の利用目的は、第３

条に掲げた個人番号を取り扱う事務の範囲内とする。 

（特定個人情報の取得時の利用目的の通知等） 

第１９条 本会議所は、特定個人情報を取得する場合は、「マイナンバー制度導入に伴う個

人番号の提供のお願い」 を交付又は送付する方法により、 利用目的を通知する。 

２ 本会議所は、利用目的の変更を要する場合、当初の利用目的と相当の関連性を

有すると合理的に認められる範囲内で利用目的を変更して、本人への通知、公表

又は明示を行うことにより、変更後の利用目的の範囲内で特定個人情報を利用す

ることができる。 

（個人番号の提供の要求） 

第２０条 本会議所は、第３条に掲げる事務を処理するために必要がある場合に限り、本人

又は他の個人番号関係事務実施者若しくは個人番号利用事務実施者に対して個

人番号の提供を求めることができるものとする。 

２ 役職員又は第三者が、本会議所の個人番号の提供の要求又は第２３条に基づく

本人確認に応じない場合には、番号法に基づくマイナンバー制度の意義につい

て説明をし、個人番号の提供及び本人確認に応ずるように求めるものとする。それ



にもかかわらず、役職員又は第三者が個人番号の提供に応じない場合は、提供を

求めた経緯等を記録するものとする。 

（個人番号の提供を求める時期） 

第２１条 本会議所は、第３条に定める事務を処理するために必要があるときに個人番号の

提供を求めることとする。 

２ 前項にかかわらず、本人との法律関係等に基づき、個人番号関係事務の発生が

予想される場合には、契約を締結した時点等の当該事務の発生が予想できた時

点で個人番号の提供を求めることが可能であるものとする。たとえば、従業員等の

給与の源泉徴収事務、健康保険・厚生年金保険届出事務等及びこれらに伴う給

与所得の源泉徴収票、健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届等の作成

事務の場合は、雇用契約の締結時点で個人番号の提供を求めることも可能であ

る。 

（特定個人情報の提供の求めの制限） 

第２２条 特定個人情報の「提供」とは、法的な人格を超える特定個人情報の移動を意味す

るものであり、同一法人の内部等の法的な人格を超えない特定個人情報の移動は

「提供」ではなく「利用」に該当し、個人番号の利用制限（第２９条）に従うものとす

る。 

２ 本会議所は、番号法第１９条各号のいずれかに該当し特定個人情報の提供を受

けることができる場合を除き、特定個人情報の提供を求めてはならない。 

（特定個人情報の収集制限） 

第２３条 本会議所は第３条に定める事務の範囲を超えて、特定個人情報を収集しないもの

とする。 

（本人確認） 

第２４条 本会議所は「マイナンバー制度導入に伴う個人番号の提供のお願い」に掲げる方

法により、役職員又は第三者の個人番号の確認及び当該人の身元確認を行うも

のとする。また、代理人については、同条に定める各方法により、当該代理人の身

元確認、代理権の確認及び本人の個人番号の確認を行うものとする。 

（取得段階における安全管理措置） 

第２５条 特定個人情報の取得段階における安全管理措置は第２章（安全管理措置）に従う

ものとする。 

  

  

第４章 特定個人情報の利用 

（個人番号の利用制限） 

第２６条 本会議所は、第１８条に掲げる利用目的の範囲内でのみ利用するものとする。 

２ 本会議所は、人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合を除き、本



人の同意があったとしても、利用目的を超えて特定個人情報を利用してはならな

いものとする。 

（特定個人情報ファイルの作成の制限） 

第２７条 本会議所が特定個人情報ファイルを作成するのは、第３条に定める事務を実施す

るために必要な範囲に限り、これらの場合を除き特定個人情報ファイルを作成しな

いものとする。 

（利用段階における安全管理措置） 

第２８条 特定個人情報の利用段階における安全管理措置は第２章（安全管理措置）に従う

ものとする。 

  

  

第５章 特定個人情報の保管 

（特定個人情報の保管制限） 

第２９条 本会議所は、第３条に定める事務の範囲を超えて、特定個人情報を保管してはな

らない。 

２ 本会議所は、所管法令で定められた個人番号を記載する書類等の保存期間を経

過するまでの間は、支払調書の再作成等の個人番号関係事務を行うために必要

があると認められるため、当該書類だけでなく、支払調書を作成するシステム内に

おいても保管することができる。 

３ 本会議所は、番号法上の本人確認の措置を実施する際に提示を受けた本人確認

書類（個人番号カード、通知カード、身元確認書類等）の写しや本会議所が行政

機関等に提出する法定調書の控えや当該法定調書を作成するうえで事業者が受

領する個人番号が記載された申告書等を特定個人情報として保管するものとす

る。これらの書類については、法定調書の再作成を行うなど個人番号関係事務の

一環として利用する必要があると認められるため、関連する所管法令で定められた

個人番号を記載する書類等の保存期間を経過するまでの間保存することができ

る。 

（保管段階における安全管理措置） 

第３０条 特定個人情報の保管段階における組織的安全管理措置及び人的安全管理措置

は第２章（安全管理措置） に従うものとする。 

  

  

第６章 特定個人情報の提供 

（特定個人情報の提供制限） 

第３１条 本会議所は、番号法第１９条各号に掲げる場合を除き、本人の同意の有無に関わ

らず、特定個人情報を第三者（法的な人格を超える特定個人情報の移動を意味



し、同一法人の内部等の法的な人格を超えない特定個人情報の移動は該当しな

いものとする。）に提供しないものとする。なお、本人の同意があっても特定個人情

報の第三者提供ができないことに留意するものとする。 

（提供段階における安全管理措置） 

第３２条 特定個人情報の提供段階における安全管理措置は第２章（安全管理措置）に従う

ものとする。 

  

  

第７章 特定個人情報の開示 

第３３条 特定個人情報の開示 

本会議所は、本人から当該本人が識別される特定個人情報に係る特定個人情報

について開示を求められた場合は、遅滞なく、当該情報の情報主体であることを厳

格に確認した上で、当該本人が開示を求めてきた範囲内でこれに応ずるものとす

る。 

  

  

第８章 特定個人情報の廃棄・削除 

（特定個人情報の廃棄・削除） 

第３４条   本会議所は第３条に規定する事務を処理する必要がある範囲内に限り特定個人

情報等を収集又は保管し続けるものとする。なお、書類等について所管法令によ

って一定期間保存が義務付けられているものについては、これらの書類等に記載

された個人番号については、その期間保管するものとし、それらの事務を処理する

必要がなくなった場合で、所管法令において定められている保存期間を経過した

場合には、個人番号を毎年度末まとめて廃棄又は削除するものとする。 

（廃棄・削除段階における安全管理措置） 

第３５条 特定個人情報の廃棄・削除段階における安全管理措置は第２章（安全管理措置）

に従うものとする。 

  

  

第９章 特定個人情報の取扱いの委託 

（役職員への国民年金第３号被保険者の個人番号の収集・本人確認の委託） 

第３６条 本会議所は、役職員に対して、当該役職員の配偶者であって国民年金第３号被

保険者であるものからの個人番号の収集及び本人確認を委託する。役職員は、記

入済みの「本人・扶養家族個人番号一覧表」を封緘の上で本会議所に持参するも

のとする。 

  



  

第１０章 そ の 他 

（変更後の個人番号の届出） 

第３７条 役職員は、個人番号が漏えいした等の事情により、自ら又は扶養家族の個人番号

が変更された場合は、変更後の個人番号を遅滞なく本会議所に届け出なければ

ならない。 

（改廃） 

第３８条 本規則の改廃は、理事会の決議による。 

  

 附   則 

本規則は平成２８年４月２１日から施行する。 
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